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第 I 部「問題と目的」は 3 つの章から構成される。第 1 章では青年期の進路選択に関する研究
を概観し、それを支援する進路指導の現状と課題について言及した。第 2 章では、進路選択自己
教 43
効力に関する研究を概観した。第 3 章では、第 l 章と第 2 章をふまえ、本研究の目的と構成につ
いて述べた。
第 E 部「調査研究」は 5 つの章から構成される。第 4 章(研究1)では、青年期全般(中学生・
高校生・大学生)に使用できる「進路選択自己効力」尺度を作成した。第 5 章(研究 2) では、高
校生を対象に進路選択能力と進路選択自己効力と進路選択行動との関連を検討した。その結果、
進路選択能力から進路選択行動への直接的な影響よりも進路選択能力から進路選択自己効力を媒
介して進路選択行動に結びつく影響が大きいことが示された。第 6 章(研究 3) では、中学生と大
学生を対象に，研究 2 で検討した要因関連が成り立っかを検討した結果，同様の構造が明らかに
なった。第 7 章(研究 4) では高校生を対象に、第 8 章(研究 5) では中学生を対象に、進路選択
能力と進路選択自己効力に先行する要因を検討し、職場体験は、中学生も高校生も「体験後の成
長感」を媒介して進路選択自己効力と関連することが示された。
第E部「事例的研究」は 3 つの章から構成される。第 8 章(研究 6) では、第 E 部で明らかにし
た青年期の進路選択の構造モデ、ルを事例的に検討することの必要性を示し、事例的検討を行うた
めの枠組みとして進路選択行動の分類を試み、その分類が妥当であることを確認した。第 9、 10 章
(研究 7- 1， 7-2) では，研究 6 の分類を用いることにより、進路選択能力と進路選択自己効力との
関係によって進路選択行動が異なることを事例的に検討した。
第W部「討論J は 2 つの章から構成される。第 12 章では、研究 I から研究VIまでの結果を統合
し、本研究の貢献について、以下の 3 点をまとめた。すなわち(1)進路選択行動を規定する要因
でありながら、これまで理論的な背景の違いによって、その関連を検討されてこなかった進路選
択能力と進路選択自己効力を，同じモデ、ルの中で進路選択行動への影響を示すことができた。結
論として、青年期(中学生・高校生・大学生)において、進路選択能力は進路選択自己効力を伴っ
た場合に、もっとも進路選択行動に結びつくということが導き出された。 (2) 進路選択行動を促
進する 2 つの要素である進路選択能力と進路選択自己効力を伸ばすためには、中学校、高校で行
われている進路学習や職場体験が有効であることとそのための条件を示した。 (3) 質問紙法によ
る大規模な量的データによって構築したモデ、ルを、自由記述法，面接法などの質的データと照合
することによって、社会文化的な文脈の視点を取り込んだ総合考察をすることができた。第 13 章
では、本研究で示した青年期の進路選択構造モデ、ルと測定方法が，青年期の進路発達の過程を明
らかにする場合にも応用可能であることを示し、さらに、若年層の進路選択に関わる問題の把握
と、進路選択のを援するためのアセスメントへの適用可能性について論じた。
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<論文審査の結果の要旨>
「個性に応じて将来の進路を選択する能力を養うこと」は、従来、中学校の教育目標のーっと
なっており、それが進路指導の基盤とされている。しかし，進路を選択する能力とは何か、それ
は進路選択にどう結びつくのかは示されていない。一方，進路選択行動に進路選択能力と進路選
択自己効力が影響することはいくつかの研究ですでに指摘されている。そこで，本研究は①進路
選択能力と進路選択自己効力と進路選択行動の 3 者の関連を明らかにする、②進路選択行動を促
進する要因として、進路学習経験と職場体験を取り上げ、その関連性を明らかにすることとした。
まず、「進路選択自己効力」尺度を作成し、進路選択能力と進路選択自己効力と進路選択行動と
の関連を検討し、進路選択能力から進路選択行動への直接的な影響よりも進路選択能力から進路
選択自己効力を媒介して進路選択行動に結びつく影響が大きいことを明らかにした、進路選択の
構造モテ、ルを構築した。次に、高校生と中学生を対象に、進路選択能力と進路選択自己効力に先
行する要因を検討し、職場体験は、中学生も高校生も「体験後の成長感」を媒介して進路選択自
己効力と関連することを示した。さらに、進路選択の構造モデ、ルを事例的に検討し、進路選択能
力と進路選択自己効力との関係によって進路選択行動が異なることを示した。
本研究の教育心理学・進路指導研究における貢献は、以下の 3 点である。(1)進路選択を規定
する要因でありながら、これまでその関連を検討されてこなかった「進路選択能力」と「進路選
択自己効力」を、進路選択の構造モデ、ルとして示すことができた。それによって進路選択能力は
進路選択自己効力を伴った場合に、もっとも進路選択行動に結びつくことを示したこと。 (2) 進
路選択行動を促進する 2 つの要素である進路選択能力と進路選択自己効力を伸ばすためには、中
学校、高校で行われている進路学習や職場体験が有効であることとそのための条件を示したこと。
(3) 大規模な量的データによって構築したモテ、ルを質的データと照合して、社会文化的な文脈で
の考察をしたこと、である。
進路選択能力、進路選択行動の測定尺度については、妥当性、信頼性に課題を残しているが、
進路選択能力、進路選択自己効力、進路選択行動による進路選択の構造のモデ、ルを構築したこと
が、本研究の核心であり、今後の進路指導における進路選択の指導・支援の枠組みとなりうるも
のと評価できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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